
平成１５年(ワ)第８５０１号の２　不正競争防止法に基づく差止等請求事件
口頭弁論終結日　平成１６年７月２０日
　　　　　　　　　　　　判　　　　　　　決
  　　　　　原　　　　　　告　　　　　ゴールドフラッグ株式会社
　　　　　　訴訟代理人弁護士　　　　　松本司
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　緒方雅子
　　　　　　補佐人弁理士　　　　　　　森義明
　　　　　　被　　　　　　告 　　     株式会社セラヴィ
　　　　　　訴訟代理人弁護士　　　　　岩原武司
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　津田和彦
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　大山健児
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　村西大作
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　星千絵
　　　　　　同　　　　　　　　　　　　澤田行助
                        主　　　　　　　文
１　被告は、原告に対し、金２６７０万５０６１円及びこれに対する平成１５年１
２月８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　原告のその余の請求を棄却する。
３　訴訟費用はこれを１０分し、その１を原告の負担とし、その余を被告の負担と
する。
４　この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。
                        事　　　　　　　実
第１　当事者の求めた裁判
  １　請求の趣旨
    (1)　被告は、原告に対し、金３０００万円及びこれに対する平成１５年１２月
８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
    (2)　訴訟費用は被告の負担とする。
    (3)　仮執行宣言
  ２　請求の趣旨に対する答弁
    (1)　原告の請求を棄却する。
    (2)　訴訟費用は原告の負担とする。
第２　当事者の主張
  １　請求原因
    (1)　原告商品
      ア　別紙原告商品目録記載の商品（以下「原告商品」という。）は、商品名
を「ヌーブラ（NuBra）」といい、米国カリフォルニア州法人であるブラジェル
社（Bragel International Inc.）（以下「ブラジェル社」という。）が考案し、平
成１４年１０月から米国及び台湾において販売され、大好評を博した。
      イ　原告商品は、次のような形態を有している。
        ①　使用者の左右乳房上に独立して置かれる２個のカップよりなり
        ②　肩ひも（ショルダーストラップ）、横ベルト等身体に装着する部材が
なく
        ③　各カップの内側には粘着層を備えている
    (2)　独占的販売権
        原告は、平成１５年１月３０日、ブラジェル社との間で、原告に原告商品
の日本国内における独占的販売権を与える旨の契約を締結し、同年２月１日から、
日本における原告商品の輸入及び販売を開始した。
    (3)　ロ号製品の輸入、販売
        被告は、平成１５年６月ころから、別紙ロ号製品目録記載の商品（以下
「ロ号製品」という。）を輸入し、日本国内で、「パス　ブラ（Pas Bra）」、「ア
ン　ブラ（Un Bra）」、「シリコンブラジャー」という商品名で販売している。
    (4)　形態模倣
      ア　ロ号製品は、原告商品と同じく、前記(1)イ①ないし③記載の形態を有し
ている。
      イ　原告商品は、ストラップ及び横ベルトがなく、また、何らの部品を使用
することなく乳房に直接粘着させる、従来存在しなかった構造、形態のブラジャー
である。
      ウ　原告商品は、平成１４年末から平成１５年初めにかけて、米国及び台湾



で爆発的にヒットし、日本国内での販売が待ち望まれていたが、原告が日本国内で
販売を開始するや、女性の間で大変な好評を博し、インターネット、テレビ、雑誌
等で頻繁に紹介され、全国のデパートや下着店で供給が追いつかず、入手困難な状
況になっていた。
      エ　上記のような、原告商品とロ号製品の形態の同一性（前記ア）、原告商
品の形態が特異であったこと（前記イ）、原告商品が著名になっていたこと（前記
ウ）などからして、ロ号製品は、原告商品の形態を模倣した商品である。
    (5)　周知、著名商品等表示
      ア　商品の形態は、本来は、商標、商号、標章等のように出所表示機能を有
するものではないが、その形態が特殊であるような場合は、商品の形態自体が出所
表示機能を獲得し、不正競争防止法２条１項１号又は２号の「商品等表示」に該当
する場合がある。
      イ　原告商品は、平成１４年１０月から米国及び台湾で販売されるや大好評
を博し、平成１５年２月１日に日本国内で販売が開始された後も大ヒットし、全国
のデパートや下着店で話題の商品として売り場の最前列に陳列され、テレビの情報
番組で「大ブームの商品」として取り上げられ、また、女性誌のみならず、「ＡＥ
ＲＡ」、「日経トレンディ」などの雑誌、新聞等でも頻繁に紹介され、平成１５年
のヒット商品として取り上げられた。これらのマスコミでの紹介は、商品の大ヒッ
トより少し遅れることから、原告商品の形態が、出所表示機能を獲得し、原告の商
品等表示として周知又は著名となった時期は、遅くとも平成１５年３月である。
    (6)　類似、混同
      ア　原告商品とロ号製品の形態は、前記(4)ア記載のとおり同一である。ま
た、ロ号製品は、原告商品と同様に、「ストラップも横ベルトもなく乳房に直接粘
着し、自然な形で乳房を大きく形良く見せることのできるブラジャー」であること
を宣伝文句とし、「話題のブラジャー」として販売されている。
      イ　ロ号製品は、「パス　ブラ（Pas Bra）」、「アン　ブラ（Un Bra）」、
「シリコンブラジャー」という商品名で販売されており、原告商品とは、商品名も
包装箱の記載も相違するが、原告の元に、ロ号製品などの模倣品を購入したにもか
かわらず原告商品を購入したと誤信した需要者から苦情が殺到したことがあり、商
品形態の同一性が上記相違点を凌駕し、需要者において、ロ号製品について、原告
商品と出所の誤認混同を生じていた。
    (7)　不正競争
        これまで述べたところによれば、被告によるロ号製品の輸入、販売は、不
正競争防止法２条１項１号、２号又は３号の不正競争に該当する。
    (8)　営業上の利益の侵害
        被告の不正競争により、原告の営業上の利益が侵害された。
    (9)　故意又は重過失
        被告には、不正競争を行うにつき故意又は少なくとも重過失があった。
    (10)　損害額
      ア　被告の利益
        (ア)　第一次的主張
            被告のロ号製品の売上は７５００万円であり、利益率は４０％であっ
て、被告は、ロ号製品の販売により、少なくとも３０００万円の利益を得た。
        (イ)　被告提出資料に基づく主張
          ａ　販売個数、販売額
            (a)　被告がロ号製品を販売する際には、ロ号製品１個当たりの利益を
算出するために販売額から差し引くべき経費単価よりも低い価格で販売する場合
（廉価販売）、いったん販売したものについて従前の販売価格よりも高額に評価し
て返品を受ける場合（高額返品）などがあった。被告がロ号製品の販売により得た
利益を算出するに当たり、廉価販売の販売価格をそのまま販売価格と扱い、高額返
品の返品額をそのまま販売額から差し引くと、在庫品を廃棄する場合よりも算出さ
れる利益額が減少してしまうから、利益の算出に当たっては、廉価販売、高額返品
の分を修正した上で、販売個数、販売額を算出する必要がある。
            (b)　被告は、ロ号製品を、有限会社A、Ｂ株式会社、株式会社Ｃ、株
式会社Ｄ、E株式会社、Ｆ、株式会社Ｇ、H株式会社、I株式会社、Ｊ、株式会社K、
株式会社Ｌに販売した。その販売個数、単価、売上は、別表１、２記載のとおりで
ある。青色で表示した部分が廉価販売であり、赤色で表示した部分が高額返品であ
る。



                別表１、２について、廉価販売、高額返品の分を修正すると、別
表１、２各修正記載のとおりとなる。
            (c)　被告は、自社店舗において、ロ号製品を、１個２９００円で４１
３個、１９００円で２１２６個販売した。
            (d)　上記(b)、(c)記載のロ号製品の販売について、販売個数及び売上
（上記(b)記載の修正後のもの）をまとめると、別紙利益計算表記載のとおりとな
る。
          ｂ　経費
              ロ号製品の販売により得た利益を算出するために売上から差し引か
れる経費は、１個当たり１６６９円を超えることはない（以下、ロ号製品の販売に
より得た利益を算出するために売上から差し引かれる１個当たりの経費を「経費単
価」という。）。
          ｃ　利益
              売上から経費を差し引いた利益は、別紙利益計算表記載のとおりで
あり、その合計は、２６７０万５０６１円である。この金額が、不正競争防止法５
条２項により、原告の受けた損害の額と推定される。
      イ  使用料相当額
          上記アの主張が認められないとしても、被告は、ロ号製品の売上の合計
が８１２７万７５４０円であると主張しており、原告商品の形態の使用料率は５％
とするのが相当であるから、使用料相当額は４０６万３８７７円であり、この金額
が、不正競争防止法５条３項１号又は２号により、原告が受けた損害の額とされ
る。
    (11)　結論
        よって、原告は、被告に対し、不正競争防止法２条１項１号、２号若しく
は３号、４条、５条２項に基づき、被告がロ号製品の販売により得た利益額３００
０万円及びこれに対する最後の不正競争の行われた日である平成１５年１２月８日
から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金、又は同法５条３項１
号若しくは２号に基づき、使用料相当額４０６万３８７７円及びこれに対する同日
から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める。
  ２　請求原因に対する認否
    (1)ア　請求原因(1)（原告商品）アの事実は不知。
      イ　請求原因(1)イの事実は認める。
    (2)　請求原因(2)（独占的販売権）の事実は不知。
    (3)　請求原因(3)（ロ号製品の輸入、販売）の事実は認める。
    (4)ア　請求原因(4)（形態模倣）アないしエは争う。
      イ　原告商品は、肌に悪影響を与えることなく繰り返し使用できる接着部を
パッドの中に用いたことが大きな特徴であり、そのような接着部を用いたことによ
りデザイン的には自由度が増し、肩ひも及び背中のホックがないデザインが実現し
た。しかし、肩ひものないブラジャーは従前から存在しており、それに加えて背中
のホックがないことはそれ程の新規性はない。原告商品の形態は、ブラジャーの一
般的な形態の域を出るものではなく、形態の模倣を主張できる程の新規性、独自性
はない。
    (5)　請求原因(5)ないし(9)は争う。
    (6)ア(ア)　請求原因(10)（損害額）ア（被告の利益）(ア)（第一次的主張）は
争う。
        (イ)ａ(a)　請求原因(10)ア(イ)（被告提出資料に基づく主張）ａ（販売個
数、販売額）(a)は争う。
            (b)  請求原因(10)ア(イ)ａ(b)のうち、被告がロ号製品を有限会社A、
Ｂ株式会社、株式会社Ｃ、株式会社Ｄ、E株式会社、Ｆ、株式会社Ｇ、H株式会社、I
株式会社、Ｊ、株式会社K、株式会社Ｌに販売したことは認め、その余は争う。
            (c)  請求原因(10)ア(イ)ａ(c)の事実は認める。
            (d)　請求原因(10)ア(イ)ａ(d)について、別紙利益計算表記載の販売
個数及び売上のうち、株式会社Ｇに対する販売個数が１５４７個、売上が４３３万
１６００円であること、H株式会社に対する販売個数が４２２個であること、I株式
会社に対する販売個数が７７１個、売上が２１５万８８００円であること、株式会
社Ｄに対する販売個数が３４６個、売上が９６万８８００円であること、被告が自
社店舗において、ロ号製品を１個２９００円で４１３個、１９００円で２１２６個
販売したことは認め、その余は争う。



          ｂ　請求原因(10)ア(イ)ｂ（経費）のうち、経費単価が１６６９円であ
ることは認める。
          ｃ　請求原因(10)ア(イ)ｃ（利益）は争う。
      イ　請求原因(10)イ（使用料相当額）は争う。
      ウａ　被告は、ロ号製品を５万１７２８個仕入れた。そのうち販売したもの
は４万２９９１個、不良品として処理したものは７８９５個、不良品取替用として
在庫するものは８４２個である。
            仕入額は８６３１万３２２０円、販売額は８１２７万７５４０円であ
り、５０３万５６８０円の赤字である。被告はロ号製品の販売によって利益を得て
いないから、原告に損害は生じておらず、被告に損害賠償義務はない。
        ｂ　販売先、販売数量、売上は、別紙販売先別売上高記載のとおりであ
る。
        ｃ　マーケットの動向に応じて在庫商品を廉価販売することは、どのよう
な商品にもあり、特に衣料品についてはその傾向が強く、本件における廉価販売も
その一例であり、異常、不審な価格での販売ではない。E株式会社からの平成１５年
７月２５日の高額返品（乙第６号証の３）は、被告とE株式会社との間で、返品につ
いては卸値ではなく売値で引き取り、運搬費用も被告が負担するという約定がある
ため、その約定に従ったものである。
        ｄ　被告の得た利益を算出するためには、現実の販売価格や経費に基づく
ほかなく、種々の仮定を基にした原告主張の算出方法は無意味である。
                        理　　　　　　　由
１　請求原因(1)（原告商品）について検討する。
  (1)　甲第１号証、検甲第１号証によれば、原告商品は、商品名を「ヌーブ
ラ（NuBra）」といい、米国カリフォルニア州法人であるブラジェル社が考案し、平
成１４年１０月から米国及び台湾において販売され、好評を博したことが認められ
る。
  (2)　原告商品が次のような形態を有していることは、当事者間に争いがない。
    ①　使用者の左右乳房上に独立して置かれる２個のカップよりなり
    ②　肩ひも（ショルダーストラップ）、横ベルト等身体に装着する部材がなく
    ③　各カップの内側には粘着層を備えている
２　請求原因(2)（独占的販売権）について検討する。
    甲第１、第２号証によれば、原告が、平成１５年１月３０日、ブラジェル社と
の間で、原告に原告商品の日本国内における独占的販売権を与える旨の契約を締結
したこと、原告が同年２月１日から、日本における原告商品の輸入及び販売を開始
したことが認められる。
３(1)　上記２認定のとおり、原告は、原告商品の日本国内における独占的販売権を
与えられた独占的販売権者であるところ、独占的販売権者が、不正競争防止法２条
１項３号（以下、単に「３号」ということがある。）による保護の主体となり得る
かについて検討する。
      まず、３号の趣旨をみると、他人が市場において商品化するために資金、労
力を投下した成果の模倣が行われるならば、模倣者は商品化のためのコストやリス
クを大幅に軽減することができる一方で、先行者の市場先行のメリットは著しく減
少し、模倣者と先行者の間に競争上著しい不公正が生じ、個性的な商品開発、市場
開拓への意欲が阻害され、このような状況を放置すると、公正な競業秩序を崩壊さ
せることになりかねない。そこで、３号は、他人が商品化のために資金、労力を投
下した成果を、他に選択肢があるにもかかわらず殊更完全に模倣して何らの改変を
加えることなく自らの商品として市場に提供し、その他人と競争する行為をもっ
て、不正競争としたものである。
      このような３号の趣旨を前提として、３号による保護の主体の範囲を考える
と、自ら資金、労力を投下して商品化した先行者は保護の主体となり得るが、その
ような者のみならず、先行者から独占的な販売権を与えられている者（独占的販売
権者）のように、自己の利益を守るために、模倣による不正競争を阻止して先行者
の商品形態の独占を維持することが必要であり、商品形態の独占について強い利害
関係を有する者も、３号による保護の主体となり得ると解するのが相当である。こ
のような解釈は、公正な競争秩序の維持を目的とする前記の３号の趣旨にもかなう
ものである。他方、先行者が商品化した形態の商品を単に販売する者のように、商
品の販売数が増加することについて利害関係を有するとしても、先行者の商品形態
の独占について必ずしも強い利害関係を有するとはいえない者は、保護の主体とな



り得ないと解すべきである。
      不正競争防止法は、２条１項において「不正競争」を定義し、同項３号で
は、他人の商品の形態を模倣した商品を譲渡等する行為を不正競争とし、差止請求
の主体について、３条１項において、「不正競争によって営業上の利益を侵害さ
れ、又は侵害されるおそれがある者」としており、損害賠償請求の主体について
は、４条において、不正競争により「営業上の利益を侵害」された者を損害賠償請
求の主体として予定しているものと解され、例えば特許法１００条１項が差止請求
の主体を「特許権者又は専用実施権者」としているのとは異なった規定の仕方をし
ている。独占的販売権者は、３号所定の不正競争によって営業上の利益を侵害さ
れ、又は侵害されるおそれがある者に該当するから、独占的販売権者を３号の保護
主体と解し、その差止請求及び損害賠償請求を認めることは、不正競争防止法上の
文言にも合致するというべきである。
      ３号は、その主要な要件が、「形態の模倣」という比較的簡易な要件であ
り、安易に適用を拡大すると、かえって自由な市場活動が妨げられるおそれがある
とも考えられる。しかし、商品化を行った先行者のほかに、独占的販売権者のよう
に商品形態の独占について強い利害関係を有する者に限定した範囲で３号の保護の
主体を考えるならば、そのような弊害を生ずることはないというべきである。ま
た、独占的販売権者も３号の保護主体となると解したとしても、独占的販売権者が
訴訟上３号に基づく権利を行使するためには、先行者が商品化したこと、及びその
ような先行者から独占的販売権を与えられたことを主張立証しなければならず、先
行者が訴訟上３号に基づく権利を行使する場合に比べて、商品化の点について主張
立証責任が軽減されるわけではないから、この点からも、３号の適用範囲が安易に
拡大されることはないといえる。
      さらに、実際上、独占的販売権者が商品の製造販売を専ら担当しており、商
品化した先行者が３号に基づく権利行使をする状況にない場合も考え得るところで
あるから、上記の解釈は、そのような場合においても、模倣を阻止し、公正な競争
秩序の維持を図るという点からしても、妥当なものということができる。
      他方、独占的販売権者は、独占権を得るために、商品化した先行者に相応の
対価を支払っているのが常であり、先行者は商品化のための資金、労力を、商品の
独占の対価の形で回収していることになるから、独占的販売権者を保護の主体とし
て、これに独占を維持させることは、商品化するための資金、労力を投下した成果
を保護するという点でも、３号の立法趣旨に適合するものである。
      以上によれば、独占的販売権者は、３号による保護の主体となり得るという
べきである。
  (2)　前記２認定のとおり、原告は、原告商品の日本国内における独占的販売権者
であるから、不正競争防止法２条１項３号による保護の主体となるものと認められ
る。
４　請求原因(3)（ロ号製品の輸入、販売）について検討する。
    被告が、平成１５年６月ころからロ号製品を輸入し、日本国内で、「パス　ブ
ラ（Pas Bra）」、「アン　ブラ（Un Bra）」、「シリコンブラジャー」という商品
名で販売していることは、当事者間に争いがない。
    乙第４号証の１ないし１０、第５号証の１ないし１３、第６号証の１ないし
９、第７号証の１、２、第８号証の１ないし３、第９号証の１ないし７、第１０号
証の１ないし５、第１１号証の１ないし９、第１２号証の１、２、第１３号証の１
ないし４、第１４号証の１ないし４、第１５号証の１、２（以下、これらを包括し
て「乙第４ないし第１５号証」という。）及び弁論の全趣旨によれば、被告による
ロ号製品の販売は、平成１５年１２月８日まで行われていたことが認められる。
５　請求原因(4)（形態模倣）について検討する。
  (1)　検甲第１、第３号証及び弁論の全趣旨によれば、ロ号製品は、原告商品と同
じく、①使用者の左右乳房上に独立して置かれる２個のカップよりなり、②肩ひも
（ショルダーストラップ）、横ベルト等身体に装着する部材がなく、③各カップの
内側には粘着層を備えているという形態を有していること、ロ号製品は、原告商品
と、寸法、形状、色彩が極めてよく似ていることが認められる。
  (2)　甲第１号証、第３号証の６、７、８、１２、検甲第１号証及び弁論の全趣旨
によれば、原告商品は、ストラップ及び横ベルトがなく、また、何らの部品を使用
することなく乳房に直接粘着させ、中央のフックで左右のカップを結合するとい
う、従来存在しなかった構造、形態のブラジャーであることが認められる。
      原告商品の形態は、このように従来存在しなかった形態であることが認めら



れ、同種の商品であるブラジャーが通常有する形態であるとは認められない。
  (3)ア　前記１(1)認定のとおり、原告商品は、平成１４年１０月から米国及び台
湾において販売され、好評を博した。甲第１号証、第３号証の１、６、７、１０に
よれば、原告商品は、平成１５年２月に日本で販売が開始された後、好評を博し、
販売個数は、同年２月の販売個数を基準とすると、同年３月には２倍、同年４月に
は５倍、同年５月には２０倍となって輸入限界に達し、同年６月、７月、８月の販
売個数も５月と同様であったこと、販売個数は同年６月に月間５万個に達していた
こと、遅くとも同年７月の段階で、需要が多くなりすぎて小売店等では入手が困難
になり、購入には予約が必要な状態であったこと、同年６月以降、雑誌や新聞にお
いて、原告商品の特徴や急激な需要の増加、品薄の状態などが紹介されたことが認
められる。
    イ　前記４記載のとおり、被告は、平成１５年６月ころからロ号製品を輸入
し、日本国内で販売していた。前記アの認定事実によれば、被告が同月ころにロ号
製品の輸入、販売を開始した時点において、原告商品は、平成１４年１０月の米国
及び台湾での発売から相当の期間が経過しており、日本においても、平成１５年２
月の発売以来、既に販売数が多数に上り、更に需要が増大していたものと認められ
る。
  (4)　上記(1)ないし(3)の認定事実によれば、ロ号製品は、原告商品の形態を模倣
した商品であると認めるのが相当である。
６　請求原因(7)（不正競争）について検討する。
    これまで述べたところによれば、被告によるロ号製品の輸入、販売は、不正競
争防止法２条１項３号の不正競争に該当する。
７　請求原因(8)（営業上の利益の侵害）について検討する。
    甲第１号証及び弁論の全趣旨によれば、被告の不正競争により、原告の営業上
の利益が侵害されたことが認められる。
８　請求原因(9)（故意又は重過失）について検討する。
    弁論の全趣旨によれば、被告は、衣料品、日用品雑貨、装身具などの輸出入及
び販売を業とする株式会社であることが認められ、前記５(3)イ認定のとおり、被告
が平成１５年６月ころにロ号製品の輸入、販売を開始した時点において、原告商品
は、平成１４年１０月の米国及び台湾での発売から相当の期間が経過しており、日
本においても、平成１５年２月の発売以来、既に販売数が多数に上り、更に需要が
増大していたものであるから、被告には、不正競争を行うにつき、故意又は少なく
とも重過失があったものと推認される。
９　請求原因(10)（損害額）ア（被告の利益）について検討する。
  (1)　請求原因(10)ア(ア)（第一次的主張）について
      原告は、被告のロ号製品の売上が７５００万円であり、利益率が４０％であ
ると主張する。
      しかし、原告の上記主張を認めるに足りる証拠はない。
  (2)　請求原因(10)ア(イ)（被告提出資料に基づく主張）について
    ア　請求原因(10)ア(イ)ａ（販売個数、販売額）(b)のうち、被告がロ号製品を
有限会社A、Ｂ株式会社、株式会社Ｃ、株式会社Ｄ、E株式会社、Ｆ、株式会社Ｇ、H
株式会社、I株式会社、Ｊ、株式会社K、株式会社Ｌに販売したことは、当事者間に
争いがない。
        請求原因(10)ア(イ)ａ(c)の事実（被告が、自社店舗において、ロ号製品
を、１個２９００円で４１３個、１９００円で２１２６個販売したこと。）は、当
事者間に争いがない。
        請求原因(10)ア(イ)ａ(d)について、別紙利益計算表記載の販売個数及び売
上のうち、株式会社Ｇに対する販売個数が１５４７個、売上が４３３万１６００円
であること、H株式会社に対する販売個数が４２２個であること、I株式会社に対す
る販売個数が７７１個、売上が２１５万８８００円であること、株式会社Ｄに対す
る販売個数が３４６個、売上が９６万８８００円であること、被告が自社店舗にお
いて、ロ号製品を１個２９００円で４１３個、１９００円で２１２６個販売したこ
とは、当事者間に争いがない。
        請求原因(10)ア(イ)ｂ（経費）のうち、経費単価が１６６９円であること
は、当事者間に争いがない。
    イ　ロ号製品の販売個数、販売額について検討する。
      (ア)　乙第４ないし第１５号証によれば、ロ号製品の販売先、販売年月日、
販売個数、単価は、別表１、２記載のとおりであることが認められる。



      (イ)　前記ア記載のとおり、経費単価が１６６９円であることは当事者間に
争いのないところ、乙第４ないし第１５号証によれば、被告がロ号製品を販売する
際に、経費単価よりも低い価格で販売する場合（廉価販売）、いったん販売したも
のについて販売価格よりも高額に評価して返品を受ける場合（高額返品）などがあ
ったことが認められる（別表１、２のうち青で表示したものが廉価販売であり、赤
で表示したものが高額返品である。）。
          ところで、不正競争防止法３条２項は、不正競争によって営業上の利益
を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、営業上の利益の侵害の停止又は予
防を請求する（同法３条１項）に際し、侵害の行為を組成した物（以下「侵害組成
物」という。）の廃棄など、侵害の停止又は予防に必要な行為を請求することがで
きる旨定めており、他人の商品の形態を模倣した商品の輸入、販売が不正競争（同
法２条１項３号）とされる場合は、他人の商品の形態を模倣した商品が、侵害組成
物として廃棄請求の対象となるものと解される。また、同法５条２項は、不正競争
によって他人の営業上の利益を侵害したが侵害の行為により利益を受けているとき
は、その利益の額をもって、損害の額と推定する旨定めている。
          不正競争を行った者が侵害組成物を任意に廃棄した場合、又は差止めの
仮処分若しくは本案判決による不正競争防止法３条２項に基づく廃棄請求が執行さ
れて侵害組成物が廃棄された場合、同法５条２項所定の利益を算出するに当たり、
廃棄された侵害組成物は、算定の対象に含まれず、その購入経費も、同利益の算出
のために売上から経費として差し引かれることはない。これに対し、廉価販売の場
合に、それによる赤字分を、同法５条２項に基づく利益の算出に当たり計算に入れ
るとすると、その購入経費を経費として差し引くこととなり、廉価販売の対象物を
廃棄した場合に比べて、不正競争を行った者が実際に得る売上は多くなるにもかか
わらず、算出される利益の額は減少することとなる。侵害組成物は、本来廃棄の対
象となるべきものであることに鑑みると、廉価販売の場合に、それによる赤字分を
計算に入れて、廃棄した場合より同法５条２項所定の利益額が減少することは、相
当でないというべきである。
          また、侵害組成物は、本来廃棄の対象となるべきものであり、廃棄され
た場合には同法５条２項所定の利益の算定の対象に含まれないから、返品は、同利
益の算出に当たり、販売価格と同額に評価するのが相当であるところ、高額返品の
場合は、返品を高額に評価することにより、評価額と販売価格の差額だけ利益が減
少することとなるから、これについては、同法５条２項の利益の算出に当たり、評
価額を販売価格と同額とすべきである。
          本件において、別表１、２によれば、廉価販売、高額返品は、本件訴状
が被告に送達された平成１５年９月３日の後に行われたものが少なくないことが認
められ、これらの廉価販売が廃棄を免れるために行われ、高額返品が被告の受けた
利益を減少させるために行われた可能性も考えられるから、この点からしても、廉
価販売、高額返品による利益の減少をそのままにして同法５条２項の利益を算出す
るのは相当でないというべきである。
          したがって、本件において、同法５条２項による利益を算出するに当た
っては、販売個数、単価、売上について、廉価販売の分は除外し、高額返品につい
ては、返品の評価額を販売価格と同一とするのが相当である。
      (ウ)  別表１、２記載の販売個数、単価、売上について、廉価販売の分を除
外し、高額返品の評価額を販売価格と同一とするなどの修正を行うと、ロ号製品の
単価、販売個数、売上は、各販売先ごとに、次のとおりとなり、これをまとめる
と、別表１、２各修正記載のとおりとなる。
        ①　有限会社A（別表１修正）
            平成１５年９月１日以降の販売は廉価販売であるから、利益の算出に
当たっては除外する。そうすると、同年７月１５日までの販売につき、単価は２７
００円、販売個数は１２７０個であり、売上は３４２万９０００円である（２７０
０円×１２７０個＝３４２万９０００円）。
        ②　Ｂ株式会社（別表１修正）
            単価は２８００円、返品数を除いた販売個数は５０７０個であり、売
上は１４１９万６０００円である（２８００個×５０７０個＝１４１９万６０００
円）。
        ③　E株式会社（別表２修正）
            高額返品について、評価額を販売価格と同一とする。また、平成１５
年９月２９日、同年１０月２１日の返品には、返品の評価額を販売価格より低額と



したものがあるが、評価額をそのままとすると、実際よりも利益額が多く算出され
ることになるので、それについても評価額を販売価格と同一とする。そうすると、
単価は２７００円、販売個数は２６５８個であり、売上は７１７万６６００円であ
る（２７００円×２６５８個＝７１７万６６００円）。
        ④　Ｆ（別表２修正）
            すべて廉価販売であるから、利益の算出に当たり、すべて除外する。
        ⑤　株式会社Ｇ（別表２修正）
            単価は２８００円、販売個数は１５４７個であり、売上は４３３万１
６００円である（２８００円×１５４７個＝４３３万１６００円）。
        ⑥　Ｊ（別表２修正）
            廉価販売は除外し、高額返品については、評価額を販売価格と同一と
する。平成１５年１１月４日の返品は８００円と評価されているが、これは、乙第
９号証の６、７によれば、それ以前の廉価販売の返品と推認されるから、これにつ
いては、利益の算出に当たって除外する。そうすると、単価２７２０円のものの販
売個数は４３８２個、２８００円のものの販売個数は４５６個、２９００円のもの
の販売個数は４個であり、売上は１３２０万７４４０円（２７２０円×４３８２個
＋２８００個×４５６個＋２９００個×４＝１３２０万７４４０円）である。
        ⑦　H株式会社（別表２修正）
            高額返品について、評価額を販売価格と同一とすると、単価３０００
円のものの販売個数は１７０個、単価２７００円のものの販売個数は２５２個であ
り、売上は１１９万０４００円である（３０００円×１７０個＋２７００円×２５
２個＝１１９万０４００円）。
        ⑧　株式会社K（別表２修正）
            単価２７００円のものは、返品数を除いた販売個数は４３６８個であ
り、単価２８００円のものは、返品数を除いた販売個数は１７２６個であり、売上
は１６６２万６４００円である（２７００円×４３６８個＋２８００円×１７２６
個＝１６６２万６４００円）。
        ⑨　I株式会社（別表２修正）
            単価は２８００円、返品数を除いた販売個数は７７１個であり、売上
は２１５万８８００円である（２８００円×７７１個＝２１５万８８００円）。
        ⑩　株式会社Ｌ（別表２修正）
            平成１５年１０月１日、７７０円の評価額による３個の返品がある
が、評価額が販売単価２５３０円に比べて非常に低額であるから、この返品３個は
販売個数の算出に当たって除外することとし、３個分の返品額２３１０円は、値引
きとし、売上から差し引くのが相当である。そうすると、単価は２５３０円、返品
数を除いた販売個数は５７１個であり、更に上記２３１０円を差し引くと、売上は
１４４万２３２０円である（２５３０円×５７１個－２３１０円＝１４４万２３２
０円）。
        ⑪　株式会社Ｃ（別表１修正）
            単価は２７００円であり、廉価販売を除外すると、返品数を除いた販
売個数は３４１個であり、売上は９２万０７００円である（２７００円×３４１個
＝９２万０７００円）。
        ⑫　株式会社Ｄ（別表１修正）
            単価は２８００円であり、返品数を除いた販売個数は３４６個であ
り、売上は９６万８８００円である（２８００円×３４６個＝９６万８８００
円）。
        ⑬　被告自社店舗
            乙第１号証によれば、被告は、自社店舗において、ロ号製品を単価２
９００円で４１３個、単価１９００円で２１２６個販売したことが認められ、その
売上は、単価２９００円のものにつき１１９万７７００円（２９００円×４１３個
＝１１９万７７００円）、単価１９００円のものにつき４０３万９４００円（１９
００円×２１２６個＝４０３万９４００円）であり、合計５２３万７１００円（１
１９万７７００円＋４０３万９４００円＝５２３万７１００円）である。
    ウ　ロ号製品の経費について検討する。
        前記ア記載のとおり、経費単価が１６６９円であることは当事者間に争い
がないから、上記イ(ウ)記載の各販売先についての経費は、経費単価に販売個数を
乗じることにより求めることができ、次のとおりとなる。
      ①　有限会社A



          経費は２１１万９６３０円である（１６６９円×１２７０個＝２１１万
９６３０円）。
      ②　Ｂ株式会社
          経費は８４６万１８３０円である（１６６９円×５０７０個＝８４６万
１８３０円）。
      ③　E株式会社
          経費は４４３万６２０２円である（１６６９円×２６５８個＝４４３万
６２０２円）。
      ④　株式会社Ｇ
          経費は２５８万１９４３円である（１６６９円×１５４７個＝２５８万
１９４３円）。
      ⑤　Ｊ
          経費は８０８万１２９８円である（１６６９円×（４３８２個＋４５６
個＋４個）＝８０８万１２９８円）。
      ⑥　H株式会社
          経費は７０万４３１８円である（１６６９円×（１７０個＋２５２個）
＝７０万４３１８円）。
      ⑦　株式会社K
          経費は１０１７万０８８６円である（１６６９円×（４３６８個＋１７
２６個）＝１０１７万０８８６円）。
      ⑧　I株式会社
          経費は１２８万６７９９円である（１６６９円×７７１個＝１２８万６
７９９円）。
      ⑨　株式会社Ｌ
          経費は９５万２９９９円である（１６６９円×５７１個＝９５万２９９
９円）。
      ⑩　株式会社Ｃ
          経費は５６万９１２９円である（１６６９円×３４１個＝５６万９１２
９円）。
      ⑪　株式会社Ｄ
          経費は５７万７４７４円である（１６６９円×３４６個＝５７万７４７
４円）。
      ⑫　被告自社店舗
          経費は、単価２９００円のものにつき６８万９２９７円（１６６９円×
４１３個＝６８万９２９７円）、単価１９００円のものにつき３５４万８２９４円
（１６６９円×２１２６個＝３５４万８２９４円）であり、合計４２３万７５９１
円である（６８万９２９７円＋３５４万８２９４円＝４２３万７５９１円）。
    エ　ロ号製品の販売による利益について検討する。
      (ア)　前記イ(ウ)記載の各販売先についての利益は、売上から経費を差し引
くことにより求めることができ、次のとおりとなる。
        ①　有限会社A
            利益は１３０万９３７０円である（３４２万９０００円－２１１万９
６３０円＝１３０万９３７０円）。
        ②　Ｂ株式会社
            利益は５７３万４１７０円である（１４１９万６０００円－８４６万
１８３０円＝５７３万４１７０円）。
        ③　E株式会社
            利益は２７４万０３９８円である（７１７万６６００円－４４３万６
２０２円＝２７４万０３９８円）。
        ④　株式会社Ｇ
            利益は１７４万９６５７円である（４３３万１６００円－２５８万１
９４３円＝１７４万９６５７円）。
        ⑤　Ｊ
            利益は５１２万６１４２円である（１３２０万７４４０円－８０８万
１２９８円＝５１２万６１４２円）。
        ⑥　H株式会社
            利益は４８万６０８２円である（１１９万０４００円－７０万４３１
８円＝４８万６０８２円）。



        ⑦　株式会社K
            利益は６４５万５５１４円である（１６６２万６４００円－１０１７
万０８８６円＝６４５万５５１４円）。
        ⑧　I株式会社
            利益は８７万２００１円である（２１５万８８００円－１２８万６７
９９円＝８７万２００１円）。
        ⑨　株式会社Ｌ
            利益は４８万９３２１円である（１４４万２３２０円－９５万２９９
９円＝４８万９３２１円）。
        ⑩　株式会社Ｃ
            利益は３５万１５７１円である（９２万０７００円－５６万９１２９
円＝３５万１５７１円）。
        ⑪　株式会社Ｄ
            利益は３９万１３２６円である（９６万８８００円－５７万７４７４
円＝３９万１３２６円）。
        ⑫　被告自社店舗
            利益は、単価２９００円のものにつき５０万８４０３円（１１９万７
７００円－６８万９２９７円＝５０万８４０３円）、単価１９００円のものにつき
４９万１１０６円（４０３万９４００円－３５４万８２９４円＝４９万１１０６
円）であり、合計９９万９５０９円である（５０万８４０３円＋４９万１１０６円
＝９９万９５０９円）。
        （前記イ(ウ)記載の販売個数、売上、前記ウ記載の経費、上記(ア)記載の
利益は、別紙利益計算表記載のとおりとなる。）
      (イ)　上記(ア)記載の利益の合計は２６７０万５０６１円である。この金額
が、不正競争防止法５条２項により、原告の受けた損害の額と推定され、この推定
を覆すに足りる証拠はないから、上記金額をもって原告の受けた損害の額と認める
のが相当である。
10　以上によれば、原告は、被告に対し、不正競争防止法２条１項３号、４条、５
条２項に基づき、被告がロ号製品の販売により得た利益額２６７０万５０６１円及
びこれに対する最後の不正競争が行われた日である平成１５年１２月８日から支払
済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金を請求することができる。
11　よって、原告の本訴請求は、被告に対し、２６７０万５０６１円及びこれに対
する平成１５年１２月８日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を請求
する限度で理由があるからこれを認容し、その余は失当であるからこれを棄却し、
訴訟費用の負担につき民事訴訟法６１条、６４条本文を、仮執行宣言につき同法２
５９条１項をそれぞれ適用して、主文のとおり判決する。

  　　　　大阪地方裁判所第２６民事部

               　 　裁判長裁判官   　　　  山　　田　　知　　司

                          裁判官　　　　　 中　　平　　　　　健

                          裁判官　　　　 　守　　山　　修　　生

（別紙）
原告商品目録ロ号製品目録


